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大学職員情報化研究講習のICT活用コースは、「ニューノ

ーマル社会を見据えたDX化に向けた取組みの考え方」をメ

インテーマとして掲げ、2021年12月22日（水）、Zoom会議

室によるオンラインで開催し、38大学、１短期大学、５賛

助会員から68名の参加があった。冒頭に、木村増夫運営委

員長（上智学院）から、開会の挨拶とイントロダクション

を兼ねて、本協会の役割や講習会開催の趣旨が説明された。

【プログラム１】

「令和３年度「全国学生調査（第２回試行実施）」の目的、

調査内容、調査結果の活用」

文部科学省　高等教育局　高等教育企画課
課長補佐　髙橋　浩太朗　氏

令和３年度「全国学生調査」は、「学修

者本位の教育への転換を目指す取組の一

環」として行うものであり、特に、「各大

学が自大学の学生の実態や意識を踏まえ

た教育改善に活用すること」や「学生一

人ひとりにとって、これまでの学びを振

り返ることで今後の学修や大学生活をより充実したものに

してもらうこと」を目的として実施することにしている。

今回は、調査対象を大学学部２年生と最終学年、短期大学

は最終学年のみとしてWeb調査を行うことにした。

調査結果については、全体の集計結果や分野別・規模別

の集計を文部科学省のホームページで公表するほか、参加

した各大学には当該大学に在籍する学生の回答一覧と集計

結果をフィードバックする。

設問項目では、今回の試行調査では学部２年生と最終学

年の学生を対象としているため、「これまでの大学での学び

全体を振り返って」の設問を新規に設け、「大学での学びに

よる自分自身の成長の実感」や「卒業後も主体的に学び続

けていくことの大切さ」をヒアリングする項目を設定して

いること、コロナ禍において行われた『同時双方向型』の

授業や『オンデマンド型』の授業の良い点をヒアリングで

きるように検討している。

最後に、前回の試行実施（令和元年度全国学生調査）の

調査結果の説明があり、有用な教育上の経験としては、「研究

室・ゼミの少人数教育」が69％、「図書館等の大学施設を活

用した学修」が73％と高評価を得る一方、「大学教育は役に

立っているのか」の設問については、「専門分野に関する知

識、理解」「将来の仕事に関連しうる知識・技能」「幅広い

知識、ものの見方」などが８割以上の学生が役に立ってい

ると回答しているのに対し、「外国語を使う力（30％）」「統

計数理の知識、技能（45％）」などが低い結果となり、各大

学の教育改善やカリキュラム改革への課題が指摘された。

【プログラム２】

「DXにより教育・研究・働き方を高度化し、教育効果を最大

化する取組み」

福岡工業大学　情報基盤センター・情報企画課
課長　藤原　昭二　氏

コロナ禍により、2020年度にあらゆる面でのDXが急加速

し、ニューノーマル社会への変容を見据

え、福岡工業大学DX（FIT－DX）に取り

組むことになった。さらに、2022年度か

らの第９次マスタープラン（中期経営計

画）では、イノベーション・コモンズ

（共創拠点）への進化を目指し、DXをコ

アに「多様な学生・研究者や異なる研究

分野の『共創』、地域・産業界との『共創』の促進等により、

教育研究の高度化・多様化・国際化、地域連携による地方

創成や新事業・新産業の創出に貢献することを目指す」こ

とになった。具体的には、「教育DX」による遠隔授業の知見

を活かした授業のデジタル化による授業運営の効率化、

（Web型学修支援システム、双方向型学習ポートフォリオ、

学生用スマートフォンアプリ、授業動画配信システム、オ

ンラインライブ講義・会議システムの整備）、「研究DX」に

よる研究データの管理・利活用（学術機関リポジトリ、文

献データベース、クラウドストレージ）、「働き方DX」によ

るペーパレス、業務のオンライン化、クラウド活用を目指

して、デジタイゼーション⇒デジタライゼーション⇒デジ

タルトランスフォーメーションの３段階で進めている。そ

の推進には理事長自ら学修者本位の教育の転換にDXが必要

との主張を展開し、組織内の共感を得るように努めている。

成果としては、DXにより教育・研究・働き方を高度化し、

「教育効果を最大化」するために必要なエナジーが生み出さ

れ、それが大学改革とその改善をなす原動力となり、教職

員一人ひとりが自分事として動いた結果の積み重ねが、高

水準の外部評価と就職実績につながっている。

【プログラム３】

「DX化によるシームレスな学習環境の構築と個別最適化の教

育支援に向けた取組み」

関西大学
学長補佐　岡田　忠克　氏

関西大学では、中長期的ビジョン

「Kandai Vision 150」に示した「考動力」

や「革新力」を備えた人材を育成するた

め、①学修者が主体的に学ぶ教育方法へ

の転換と②大学が学生の能動的な学修を

促進する場となるよう学修環境の充実が

必要とのことから、BYOD（Bring Your

Own Device）の導入を決定している。

2018年度からは、学生がノートパソコンを学内に持参し

て学ぶBYODを推奨し、Wi-Fi等の学習環境を整備している。

全教室への無線LAN拡充に伴って、学内の情報処理教室等

に配備されているパソコンの縮小を段階的に実施して経費

削減を図り、経費の一部分を学生が無償で利用できるソフ

トウェアの充実等に活用している。

文部科学省「デジタルを活用した大学・高専教育高度化

プラン」に採択されたことを契機に、「関西大学DX推進計画」

を策定、「学生の学習機会の制限・制約バリアの軽減・除去」

「学修成果の可視化」「DX推進に対応したインフラ、環境整

備」「学内業務の効率化」の４点を中心に全学推進体制で実
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現に取り組んでいる。

コロナ渦でのオンラインによる学びについては、授業運

営上の課題分析後、関大LMS（Learning Management System）

の大幅な機能強化を図り、「学修成果の可視化」に力を入れ、

学生一人ひとりが学習履歴・習熟度をつぶさに把握できる

仕組みを構築した。従来に比較して動画容量や視聴者数制

限が緩和された講義収録・配信システム「Panopto（パノプ

ト）」も導入した。このシステムは、様々なメリットがあり、

AIを利用した自動字幕機能もその一つである。関大LMSと

連携して視聴ログを収集し、学生別やシーン別の再生回数

を集計解析できるので、教員は授業改善や反転授業への活

用も可能となり、学生は資料の画面と教員の授業画面を同

時に見ることができ、自分のペースで効果的に学べるよう

なった。また、図書館の契約電子コンテンツへのリモート

アクセスを可能とするクラウド版Proxy Serverサービス

Ezproxyも導入した旨の報告があった。

さらに、キャリアポートフォリオの構築として、①キャ

リア支援システム「KICSS」を拡充しLMSと連携、②関大オ

リジナルの全学的キャリア教育プログラム『関大版ハタチ

のトビラ』の開発、③ハイブリッド型キャリア・就職支援

体制の構築に向けたオンラインソロワークブースの設置等

の取組みにより、入試から卒業・就職までのキャリア・デ

ィベロップメント・システムを構築し、学生一人ひとりに

最適化したキャリアサポートが可能としている。

【プログラム４】

「統合教育情報基盤の構築に向けたLMSの導入とLearning

Analyticsによる教育の高度化」

東京女子医科大学　統合教育学修センター
佐藤　梓　氏

東京女子医科大学では、中長期ビジョン

「ビジョン2020」の基本方針に沿って、全

学的にDXを推進している。新校舎棟を含め

た教育環境（収録システム等）を整備する

とともに、①LMSの全学導入②DX統合教育

プラットフォーム（DXプラットフォーム）

の構築③Learning Analyticsプラットフォーム

（LAプラットフォーム）の開発の３点を実現することによっ

て、医学・看護学教育の高度化を図る事業を、令和２年度

大学改革推進等補助金「デジタルを活用した大学・高専教

育高度化プラン（Plus-DX）」に申請し、採択されている。

コロナ禍で、全学生がオンデマンドで学修できる環境や

教務システム、アンケートシステム、Web会議システムは整

備していたものの、学修を管理するLMSシステムが未導入

だった。そこで、LMSの導入を機に、上述の各種機能を一

元化し、学修支援の強化を図っている。

まずは、LMSと連携し、「教育・研究・臨床」の各デー

タ・コンテンツを統合・活用した「三位一体」のDXプラッ

トフォームを構築し、全学的なアクセスを可能とすること

により、研究・学会・臨床の各活動における活用やフィー

ドバック、教職員のFD・SDへの活用などを実現する。また、

アバターロボットやメタバースを用いた遠隔国際交流シス

テムや手術手技評価システムも構築し、DX基盤として活用

している。

さらに、LMS及びDXプラットフォームの学修者データや

学修行動履歴を収集し、統合解析することによって、一人

ひとりの学修成果を可視化し、得られた結果を学生・教職

員に一元的に提示するLAプラットフォームも構築する。こ

れにより、学生には振り返りによる主体性の向上、目標設

定への活用、ディプロマポリシーの確認、ディプロマサプ

リメントの出力等が可能となり、また、教員には授業支

援・教育改善に資する情報の提示が可能となる旨の報告が

あった。

上記の取組みの事業評価（教育効果）は、学長や学部長、

教育の関連部門の担当者に加え、教学IRやFD・SDの担当者

から構成される「DX推進チーム」によって教職協働体制で

行われる。上述の①〜③の３つの取組みと事業評価により、

学生と教員が相互に各種情報への一元的・網羅的なアクセ

ス・フィードバックが可能となり、学修スキル・教育スキ

ルの向上や継続した授業改善のPDCAの確立に資すること

で、持続可能な教育の高度化に繋げていく、とのことだっ

た。解析事例の紹介もあり、今後の事業展開に注目が集ま

っている旨の報告があった。

【プログラム５】

「学生の気づきと主体的な学びを促進するデータ駆動型教育

の実現」

京都産業大学　学長室
課長　奥村　靖之　氏

コロナ対応を進める中で、遠隔授業を

始めとした教育におけるデジタル化の有

効性を全構成員が認識する機会を得て、

学内には、「新しく備えたデジタル機器を

さらに有効活用したい」、「デジタル技術

の利点を踏まえた新しい授業を行いたい」

という挑戦的な意識が芽生えつつあるこ

とが調査から判明した。大学改革の視点からも、急速な社

会変革に対応すべく国家レベルで教育の質向上を目指した

DX化への機運が高まる中、社会の期待に応え続ける大学と

なるためには、過去（コロナ前）に戻るのではなく、デジ

タルを教育に積極活用する未来へ進むべきであるとの考え

があった。そこで、教学マネジメント会議のもと、教職協

働で検討と検証を重ね、学生の成長に結びつく学習者本位

の教育の実現を目指し、全学体制でDX推進計画を進めるこ

ととなった。このようにして策定された計画は単なるDXに

留まらず「本学の教育の在り方そのもの」と読み替えても

よい旨の報告があった。

計画の中で大きな課題となったのは、如何に教育効果を

可視化し、検証するかであった。学内には膨大な量のデー

タが存在するが、当時、これらは主管部署作業ベースに最

適化された形で点在し、分析者は手作業によるデータ収集

やクロス集計等に四苦八苦していた。そのため統合型デー

タベースとBIツールの導入、講習等が不可欠な状況であっ

たが、同校の方向性に一致したDX補助事業の前倒し実施が

公募され、幸いにも採択を受けたことから、実現に向けて

拍車をかけることができ、同校のDXは山をやっと、登り始

めた段階にある。今後も「デジタル本位」に陥ることなく、

「学生が成長を実感できる大学」「学生の成長を最大化でき

る大学」を実現するためのDXという考えのもと、弛まぬ努

力を続けたい、とのことであった。

【プログラム６】

「学修のPDCAサイクルを促進する教学データを用いた個別

最適化フィードバックシステムの開発と教育環境整備」

東京理科大学学術情報システム部情報システム課
課長　松田　大　氏

東京理科大学におけるこれまでの学修環境整備と学生の

個々の状況に応じたフィードバックシステムに関して報告

があった。

コロナ禍以前から対面授業を前提としながらも、アクテ



率化を進めている。2018年よりRPAの全学展開を実施し、

経理処理の業務の効率化等、54業務（開発チームによる開

発）、20業務（利用チームによる開発）に適用して貢献して

いる。

今後は、経理処理における電子申請化を進め、業務担当

者自身による電子化・自動化を推進し、スピード感をもっ

て、一人ひとりのニーズや状況にあった情報やサービスの

提供を可能とし、教育・研究・学生支援の向上を図る予定

である旨の報告があった。

－ おわりに －
ICT活用コースは、昨年度に引き続き、Zoomによるオンラ

インで開催された。依然、コロナ禍の収束が見通せない状

況下で、私立大学も例外なく社会の変化に即応したDX化が

期待されており、今回の先進的な取組みの事例報告は、多

くの大学に、重要な視点・気付きを与える貴重な機会とな

った。

開催後に寄せられたアンケートでは、情報提供の内容に

ついて、高い評価をいただき、「時間が短すぎる」「次回も

同じテーマでの開催を希望する」など、本テーマに対する

関心の高さが示された。オンライン開催については、「参加

しやすい」とのメリットの声もあったが、その一方で「他

大学や参加者間のネットワーク形成の工夫をして欲しい」

旨のご要望もいただいた。他にも、開催時期についてのご

要望・ご指摘は、今後の改善に活用させていただきたい。

なお、次年度の大学職員情報化研究講習会は11月中旬にオ

ンラインでの開催を計画している。

最後に、今回のICT活用コースに寄せられたアンケート

の「声」（抜粋）を紹介し、本報告書のまとめとします。

・表面的な内容だけでなく、中長期的な計画や実際の実施

内容なども知ることができ、非常に有意義でした。

・初めて私情協の講習会に参加させて頂いたが、大変濃密

な時間で得るものが多かった。自学の課題出しからDX

につなげる過程を丁寧にご例示いただき、小規模な本学

でも具体的な取組みができるのではないか、という手応

えを得た。マネジメント関係者にも出席を促した方がよ

い内容だった。

・学びも大きく、また刺激を受けました。各プログラムの

内容・時間とも適当でよかったです。

・抱えている課題点等も併せてお聞かせいただけたこと

は、今後の参考にもなりました。

・目的を明確にし、実情に合わせたICTの活用について考

えていきたいと感じた。

・オンラインだと参加しやすくて良かった。

・DXにおける教職員働き方改革（制度・運用ルール含む）、

研究領域のDX推進、DXを活用した教職員評価などのテ

ーマについて、深堀できればうれしいです。

・ポストコロナまで見据えた場合のインフラ投資について

意見を交換したい。インフラ投資が厳しい負担となる小

規模大学で、これからどのようなところに重点整備を行

うべきか、知見を得たい。

・ビッグデータ、AIの活用があげられると思うが、それら

を教育の面で活用した事例や取組みについて伺いたい。

・引き続きテーマはDXで大学以外での事例も含めて学習

したい。

文責：大学職員情報化研修講習会運営委員会
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ィブ・ラーニングや反転授業を実施して

いた。これは2014年度に採択されたAP事

業（大学教育再生加速プログラム）に基

づいた「学修ポートフォリオシステム」

による学修成果の可視化、「授業収録配信

システム」によるアクティブ・ラーニン

グの促進に即した授業である。2020年度

にコロナ禍でオンラインを前提とした授業が必要となり、

リアルタイム授業はZoomで、オンデマンド授業はLETUS

（同校のLMS）・Boxで実施した。「予習・復習が容易である」

などの効果がある一方で、「教員からのフィードバックが十

分でない」「質問がしにくい」などの改善点が見つかり、

LETUS機能の活用や無線LANの整備などを続けている。

LMSも同時アクセス数の上限を1,200から10,000まで増強し

ており、現在は安定的に運用できている。また、教室には

固定のカメラ・マイクを設置するとともに、可搬型のカメ

ラ・マイクも併せて用意することで2021年度からの全授業

を、原則「ハイフレックス型」授業へと発展させた。

教育DXの柱は、「教育プログラム改革」、「教育手法の開発」、

「ハイフレックス型授業の実現に向けた環境整備」としてい

る。「教育手法の開発」では、個別最適化分析をするために、

学修到達度測定Webテストと学修支援システムを新規開発し

ている。学生はLMSを通じて学修到達度測定Webテストを受

験し、大学は受験データと全教学データ（教務関連情報、

学修ポートフォリオ、留学の有無、進路等）とを統合し、

学修支援システムで機械学習による分析を行い、学生個々

の状況に応じたフィードバック・アドバイスをする仕組み

である。

今後は、従来のタスクフォースチームから組織化を図り、

教育とテクノロジーを組み合わせて、教育DX・研究DX・管

理DXに取り組むことで学修活動の効果の最大化を図るとの

ことである。

【プログラム７】

「共通業務の集中化や既存組織の再編を進めるためのRPA活

用の全学的な取り組み」

早稲田大学　人事部　業務構造改革担当
副部長　神馬　豊彦　氏

早稲田大学における職員業務構造改革

として、「業務のやり方や組織のあり方を

見直し、業務の効率化、大学に求められ

る機能の実現」を目的に、全学的にRPA

（ロボット化）を活用した共通業務の集中

化ならびに既存組織の再編を進める取組

みについて報告があった。2018年度から

経理処理部門へのRPA導入を進め、全学への展開を開始した。

単にRPAを導入するだけでなく、RPA活用基盤の構築・強化

を目的に、RPA運営推進モデルを構築し、RPA推進体制によ

る運用を行っている。（株）早稲田大学アカデミックソリュ

ーションとも連携して、RPAの開発を行っている。ガバナン

スとして、無秩序にロボットを作成（野良ロボット）させ

ないために、ロボットの新規開発、変更、複製の３パター

ンを定義し、申請・開発・稼働・廃止までのライフサイク

ルを定義し、運用している。

また、RPA人材育成においては、教育・管理方針を策定し、

利用部門の管理者・ロボット利用者・開発者ごとに必要な

RPA知識・スキルを向上させるためのトレーニング・研修を

実施している。

さらに、勘定科目類推AIとRPAを連携させることで、支払

依頼書作成の一部自動化を2021年度より開始し、記票の効

事業活動報告


